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一時保護時の司法審査等

一
時
保
護
開
始

２
ヶ
月

４
ヶ
月

６
ヶ
月

親権者等の意に反する場合、延長
（２ヶ月ごと）に際し家裁の承認
が必要（家事審判）（H30.4施行）

一
時
保
護
解
除

一時保護した場合、一時保護開始から７日
以内に児童相談所は裁判所に一時保護状を
請求する必要がある。ただし、親権者等が
一時保護に同意する場合等は除く。

裁
判
官
の

一
時
保
護
状
発
付

＜事前＞ ＜事後＞

裁
判
官
の

一
時
保
護
状
発
付

＜一時保護開始時の適正手続の確保（司法審査）＞
〇 一時保護の適正性の確保や手続の透明性の確保のため、一時保護開始の判断に関する司法審査を導入する。

➢ 裁判官が発付する一時保護状による方法（事前又は保護開始から７日以内に児童相談所は書面で請求）とする。

➢ 対象として、親権者等が一時保護に同意した場合や請求までに一時保護を解除した場合等は除く。

➢ 児童虐待のおそれがあるときなど、一時保護の要件を法令上明確化。その要件に該当するときは、明らかに一時
保護の必要がないと認めるときを除き、裁判官は一時保護状を発付する。

➢ 一時保護状発付の請求が却下された場合、一時保護を解除した際に児童の生命及び心身に重大な危害が生じるお
それがあるときには、児童相談所からの不服申立手続を設ける（却下の翌日から３日以内にその取消を請求）
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一時保護時の司法審査に関する実務者作業チームについて

○ 令和４年６月に成立した児童福祉法改正法において、一時保護の開始時の司法審査を導入（令和７年６月１日施行）。社会保障

審議会児童部会社会的養育委員会報告書において、施行までに、その運用や実務の詳細について、法律実務に携わる者など、実

務者も構成員に含む作業チームを立ち上げて検討すべきと指摘。

○ このため、厚生労働省において、作業チームを令和４年８月末から設置し、一時保護時の司法審査の運用及び実務の詳細等につ

いて、実務的な観点から議論することとする。

自治体 関係 法曹実務者 関係 学識等 関係

・大浦 俊哉（東京都福祉保健局担当部長〈児
童相談センター人材企画担当課長
事務取扱〉）（～令和５年度）

・勝見 浩行（東京都児童相談センター人材企
画担当課長）（令和６年度～）

・河島 貴子（世田谷区児童相談所所長）

・大久保 法彦（滋賀県中央子ども家庭相談セン   
ター所長）

・藥師寺 順子（大阪府中央子ども家庭センター
所長）

・佐藤 康憲（東京家庭裁判所 判事）

・橋本 佳子（名古屋市中央児童相談所
                相談課担当課長 弁護士）

・浜田 真樹（浜田・木村法律事務所
弁護士）

・石綿 はる美（一橋大学大学院法学研究科
准教授）

・中村 みどり（Children’s Views & Voices
副代表）

◎橋本 和明（国際医療福祉大学医療福祉

学研究科臨床心理学専攻教授）

○吉田 恒雄（認定NPO法人児童虐待防止
全国ネットワーク 副理事長）

計４名 計３名 計４名

令和６年１月 「一時保護時の司法審査に関する児童相談所の対応マニュアル（案）」を公表

令和６年10月第5回作業チームで座長一任となったことを踏まえ、同年12月、同マニュアル確定版を公表

（検討会委員） ※法務省、最高裁事務総局はオブザーバーとして参加 ※敬称略、五十音
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第三十三条 児童相談所長は、児童虐待のおそれがあるとき、少
年法第六条の六第一項の規定により事件の送致を受けたときそ
の他の内閣府令で定める場合であつて、必要があると認めると
きは、（略）児童の一時保護を行い、又は適当な者に委託して、
当該一時保護を行わせることができる。

＜改正後＞

第三十三条 児童相談所長は、必要があると認めるときは、
（略）児童の一時保護を行い、又は適当な者に委託して、当
該一時保護を行わせることができる。

＜改正前＞

一時保護の要件について

１．改正後児童福祉法

２．「内閣府令（児童福祉法施行規則）で定める場合」の条文（令和６年12月26日公布）

第三十五条の三 法第三十三条第一項に規定する内閣府令で定める場合は、次に掲げる場合とする。この場合において、児童相談所長
は、必要があると認めるときは、児童の安全を迅速に確保し適切な保護を図ること、又はアセスメント（児童の心身の状況、その置
かれている環境その他の状況を把握することをいい、短期入所指導（児童の状況把握を目的として、法第十二条の四に規定する児童
を一時保護する施設等に児童を短期間入所させ、心理療法、生活指導その他の援助を行うことをいう。）を含む。）を行うことを目
的として児童の一時保護を行い、又は適当な者に委託して、当該一時保護を行わせることができるものとする。

一 児童虐待防止法第二条に規定する児童虐待を受けた場合若しくはそのおそれがある場合又は児童虐待を受けるおそれがある場合

（児童虐待防止法第十二条の二第一項に定めるときを含む。）

二 少年法（昭和二十三年法律第百六十八号）第六条の六第一項の規定による送致を受けた場合又は警察官から法第二十五条第一項

若しくは児童虐待防止法第六条第一項の規定による通告を受けた場合

三 児童の行動が自己若しくは他人の生命、心身若しくは財産に危害を生じさせた場合若しくはそのおそれがある場合又は危害を生

じさせるおそれがある場合

四 児童が自らの保護を求め、又はこれに相当する意見若しくは意向を表明した場合

五 児童の保護者が死亡、行方不明、拘禁、疾病による病院への入院等の状態となつたこと、児童が家出人であることその他の事由

により、次のいずれかに該当する場合

イ 児童に保護者若しくは住居がない又はそのおそれがある場合

ロ 児童の住居が不明である又は不明となるおそれがある場合

六 児童の保護者がその監護する児童の保護を求め、又はこれに相当する意見を表明した場合

七 前各号に掲げるもののほか、一時保護を行わなければ児童の生命又は心身に重大な危害が生じるおそれがある場合 4



一時保護時の司法審査に関する児童相談所の対応マニュアルの主なポイント①

第１章 令和４年児童福祉法等改正（一時保護時の司法審査）の概要

第２章 一時保護の要件

１ 趣旨

・ 一時保護を行う全ての場合で、①内閣府令該当性＋②一時保護の必要性があることが要件となる（改正後法第33条第１項及び第２項）。
・ なお、裁判官は、①内閣府令該当性が満たされていれば、明らかに②一時保護の必要がないと認めるときを除き、一時保護状を発付（同第４項）。

３ 内閣府令について（児童福祉法施行規則第35条の３）

・ 児童虐待の危険から児童を保護し、その安全の確保及び健全な発達を図るため、一時保護の対象として規定。
・ 「児童虐待を受けた」場合だけでなく、「児童虐待を受けたおそれ」がある場合及び「児童虐待を受けるおそれ」がある場合も対象。

○ 第１号（児童虐待の場合等）

○ 第２号（少年法送致又は警察通告の場合）
・ 少年法送致又は警察通告を受けた場合は、警察からの情報に基づき調査や状況把握をする必要のあるケースが多いため、一時保護の対象として規定。
○ 第３号（自己又は他人への危害の場合等）
・ 児童の安全と健全な発達を図り、必要な調査を行うため、一時保護の対象として規定。
・ 自己又は他人に「危害を生じさせた」場合だけでなく、「危害を生じさせたおそれ」がある場合及び「危害を生じさせるおそれ」がある場合も対象。
○ 第４号（児童による保護の求め等の場合）
・ 児童自身が保護を求めることは、児童にとって何らかの深刻な状況が生じているというべきであることから、一時保護の対象として規定。
・ 児童の年齢や発達の状況等を考慮し、保護の求めに相当する意見・意向（意思というまでには至らない志向、気持ち）が表明された場合も対象。

・ 児童に保護者や住居がない場合に、安全・安心な場所を提供し心身の安定を図れるよう、一時保護の対象として規定（おそれがある場合も含む。）。
・ 児童の住居が不明の場合には、その養育環境等について把握・調査等をするため、一時保護の対象として規定（おそれがある場合も含む。）。

○ 第５号イ、ロ（保護者不在又は住居不定の場合等）

○ 第６号（保護者による保護の求め等の場合）

４ 一時保護の必要性について

○ 第７号（その他重大な危害が生じるおそれの場合）

・ 保護者（児童福祉施設の長や里親を含む。）が保護を求める場合は、養育困難や措置先での児童の不適応等が生じているとうかがわれることから、
児童をその養育環境から一時的に分離して安全確保をした上で、背景事情の把握等を行う必要があるため、一時保護の対象として規定（保護の求め
に相当する意見が表明された場合も含む。）。

・ 第１号～第６号までの類型では対応できないものが今後生じ得る場合に備えて規定。

・ 児童相談所長は、①内閣府令該当性を前提として、②一時保護の必要性があるか否かについて、各事案における個別の事情を検討し、適切に判断
することが重要。

２ 一時保護を行うことができる場合
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一時保護時の司法審査に関する児童相談所の対応マニュアルの主なポイント②

第３章 一時保護状の請求手続

・ ①一時保護を行うことについて親権者等（親権を行う者又は未成年後見人）の同意がある場合、②児童に親権者等がない場合、③一時保護を開始
した日から起算して７日以内（この期間は、初日を含む。）に解除した場合を除き、一時保護状の請求が必要（改正後法第33条第３項）。
・ 親権者等が数人あるときはその全員の同意を要する。一部の親権者等から同意を得られない場合のほか、一部の親権者等と連絡がとれずその同意が確

認できないような場合には、親権者等の同意があるとはいえないから、請求期限までに一時保護状を請求しなければならないこと等に留意。

１ 一時保護状の請求の要否

２ 一時保護状の請求に係る基本的事項
・ 請求者、対象となる児童、請求時期（事後請求又は事前請求）、一時保護の開始日、請求先、請求の方式など

３ 一時保護状の請求に向けた具体的手続（児童相談所における事務手続の流れを想定）

・ 一時保護の理由、目的、一時保護時の司法審査手続の概要、親権者等が裁判官に意見を伝達し得ること及びその方法等について、できる限り丁寧に説
明（ただし、DV事案等で加害者とされる親権者等に対し連絡しなかった場合は、親権者等の同意があるとはいえないから、一時保護状を請求すること。）。

○ 親権者等に対する説明

・ 児相が親権者等の意見を聴取して適宜の書類にまとめて裁判官に提供することを基本。
・ 親権者等が自ら意見書面の作成を希望する場合はこれを児相を通じて裁判官に提供することが可能。

○ 親権者等の同意の確認
・ 一時保護を行うことについて可能な限り親権者等の同意を確認する。同意がない場合だけではなく、同意が判然としない場合（同意があるか分からない場
合）、同意の真意性に疑義がある場合などは、同意があるとはいえないとして、一時保護状の請求を行う。

・ 親権者等の同意の確認は原則として書面で行う。ただし、一定の場合（親権者等が遠方、多忙、入院中等により来所や郵便等での確認が困難な場合、
親権者等の身体に障害があり署名が困難な場合など）には、口頭による確認も排除されない。

○ 親権者等の意見を裁判官に伝達する手法

○ 児童の意見又は意向の確認、児童の意見又は意向を裁判官に伝達する手法
・ 一時保護に当たって実施する意見聴取等措置（改正後法第33条の３の３）等により児相が把握した児童の意見又は意向を裁判官に提供。
・ 児童自らが意見書面の作成を希望する場合はこれを児相を通じて裁判官に提供することが可能。

○ 児童と親権者等の特定
・ 一時保護の対象となる児童は、氏名、住居（住所又は居所）、生年月日により特定。児童の特定に関する資料としては、戸籍謄本、住民票の写しそ
の他の公的書類（療育手帳、母子健康手帳等）の写しが考えられる。
・ 親権者等は、戸籍謄本（児童が外国人の場合は戸籍謄本に代わるものとして親権を有することが確認可能な公的書類）により特定。戸籍謄本の取

得に特に時間を要する事情がある、外国人につき本国での身分関係の調査が完了しないなどの事情があるときは、親権者等を確知できない場合として（同
意があるとはいえないとして）、一時保護状の請求を行う必要。
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第３章 一時保護状の請求手続（前頁からの続き）

○ 提供資料の準備（関係機関等と連携した資料等の収集）

４ 一時保護状の発付又は請求却下
・ 一時保護状の発付又は請求却下後は、裁判所において事件記録の返還を受け、一時保護状が発付された場合は一時保護状を受領。
・ 児童及び親権者等に対しては一時保護時の司法審査の結果等につき適切な説明を行う。請求が却下された場合（取消請求をしない場合）は意見
聴取等措置等を講じた上で、速やかに一時保護を解除。

第４章 一時保護状の請求却下の裁判に対する取消請求

・ 取消請求では、①内閣府令該当性、②一時保護の必要性、③一時保護を行わなければ児童の生命又は心身に重大な危害が生じると見込まれると
きが要件となる。③の要件については、外形上の行為や被害の重大性だけではなく、養育環境下に戻ることが児童の心身に与える影響からも検討すること。

・ 原裁判時に提供した資料をもってさらに主張を行うほか、当初の一時保護状の請求時には未判明だった事実が新たに判明した場合や取得できていな
かった資料を新たに取得した場合などにはこれらによる主張の補充を行うことが考えられる。
・ 取消請求の各要件について、事案の概要を踏まえ、児相の所見・評価を文章形式で記載。 ※参考書式は本マニュアル（案）別添のとおり。

１ 取消請求の要件

２ 取消請求手続に係る基本的事項

３ 取消請求の具体的手続

第５章 夜間・休日の対応

・ 一時保護状の請求及び取消請求は平日の裁判所開庁時間中に行われるのが基本だが、やむを得ず夜間・休日に請求する場合はあらかじめ請求先裁
判所に連絡した上で請求を行う。夜間・休日には請求先が異なる可能性があることに留意。一時保護状の請求及び取消請求に係る期間には、土日、祝
日、年末年始を含む。請求期限末日が土日、祝日、年末年始となる場合も同日までに請求を要する。

一時保護時の司法審査に関する児童相談所の対応マニュアルの主なポイント③

○ 一時保護状請求書の記載事項等
・ 一時保護状請求書はチェックリスト及び端的な記載欄を基本。 ※参考書式は本マニュアル（案）別添のとおり。

・ 児相が保有する児童記録票その他の児童に関する書類一式又はそれらを抜粋し、若しくは要約したものを提供する方法を基本。
・ 一時保護状の請求に当たっては、一時保護の要件の充足性を示す事実関係、児童の意見等や親権者等の意見、それらを踏まえた児相の所見（内閣
府令該当性及び一時保護の必要性を認めた理由）等をまとめた簡単な「総括書面」を作成。 ※参考書式は本マニュアル（案）別添のとおり。
・ 児相が裁判所に出した一時保護状の請求に係る事件記録は、裁判所から児童や親権者等に送付されることはなく、審査終了後、児相に返還される。
また、裁判所において児童や親権者等の事件記録の閲覧謄写を予定した規定はなく、児相への返還後、児相において開示請求に対応することとなる。
・ 資料の収集等においては、関係機関と連携し、資料又は情報の提供等の必要な協力を受けること（改正後法第33条の３の２）。

○ 各種事案の取扱い（きょうだい事案の取扱い、移管ケースの取扱い、親権者等の同意が撤回された場合の対応など）

・ 請求者、請求時期（一時保護状の請求却下の裁判があった日の翌日から起算して3日以内に限り行うことができる）、請求先、請求の方式など

４ 裁判所の判断を受けての対応
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一時保護時の司法審査手続における戸籍謄本等の広域交付の活用について

親権者等の特定について（現状と課題）

（※）児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）

第三十五条の四 市町村長は、法第十条第一項第三号その他の法令の規定により自ら調査その他の事務を行う
場合のほか、法第三十三条の三の二第一項第三号の規定による都道府県知事又は児童相談所長の求めに応
じ、法第三十三条第三項に規定する手続に関し、法第十条第一項第三号に掲げる調査を行う場合においても、
戸籍法第十条の二第二項（同法第十二条の二において準用する場合を含む。）の規定による請求その他の必
要な事務を行うことができる。

〇 一時保護時の司法審査では、親権者等（親権者又は未成年後見人）の同意を確認する前提として、戸籍謄本により
親権者等の特定を行い、同意している者が親権者等であることの確認が必要。

〇 児童の家庭状況を調査する必要性等から、児童相談所では現在も児童や親権者等の戸籍謄本等を取得しており、住
所地と本籍地が異なる場合には、児童相談所から本籍地へ郵送等により請求（公用請求）しているが、現状、戸籍謄
本等の取得には７日以上要する場合が多く、一時保護時の司法審査の施行後は、親権者等が同意している可能性があ
るにも関わらず、一時保護状の請求を行わなければならない場合が生じる。

⇒ 戸籍謄本等の取得・確認業務を迅速に行うため、市区町村が行う公用請求については、広域交付制度（本籍地以外
の市区町村に対する戸籍謄本等の請求）が活用できることを明確化することとする。

対応について

➢ 戸籍謄本等の広域交付の公用請求は、戸籍法上、市区町村の機関がするものに限り可能とされているが、児童相談所
の協力の求めに応じる形であっても、市区町村が主体となり公用請求を行うものであるから（児童福祉法第10条第1項
第３号）、請求の主体は市区町村の機関となり、広域交付の公用請求の利用対象となる。

➢ それを明確にするため、児童福祉法施行規則を改正し（※）、市区町村は、自ら必要な調査等を行う場合のほか、児
童相談所長が一時保護に関して必要があると認める場合には、児童福祉法第33条の３の２第１項第３号（一時保
護に当たっての必要な協力の求め等）に基づき、広域交付の公用請求を活用して、戸籍謄本等を取得・確認できること
を規定した。

◆ 一時保護時の司法審査の施行（令和７年６月１日）に向けて、上記対応について、市区町村等へ周知予定。

＜令和６年12月26日公布＞
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一時保護時の司法審査に係る試行運用について

○ 一時保護時の司法審査（令和７年６月施行）の導入に向け、「一時保護時の司法
審査に関する児童相談所の対応マニュアル（案）」について、実務的な観点から試
行・検討を行う。

⇒ 試行運用を通じて明らかとなった実務上の課題等については、令和６年秋頃に予
定している同マニュアルの確定に向けて、マニュアル（案）の記載内容の見直し、
追加の検討等を行う。

○ 一時保護時の司法審査の導入（令和７年６月施行）により、児童相談所におい
て新たに増加すると見込まれる一時保護状の請求に向けた事務負担・作業量等を適
切に把握し、児童福祉司、法務担当事務職員等について、児童相談所の人員体制強
化に係る検討を行う。

（※）令和４年12月の児童虐待防止対策に関する関係府省庁連絡会議において策定された「新
たな児童虐待防止対策体制総合強化プラン」について、令和７年の一時保護時の司法審査
の導入に向け、必要に応じて見直し、児童相談所の体制強化を図ることとしていることな
どを踏まえ、必要な検討を行う。

②「一時保護時の司法審査に関する児童相談所の対応マニュアル（案）の試行・検討

①児童相談所の人員体制強化に係る検討

実施の趣旨・目的
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一時保護時の司法審査に係る試行運用結果について

司法審査の手続
想定される業務内容

（一時保護時の司法審査に関する児童相談所の対応マニュアル（案）より）

１件当たりの
業務時間
（中央値）

１ 児童及び親権者等の
特定

✓ 一時保護の対象となる児童を戸籍謄本、住民票その他の公的書類により特定する。
✓ 親権者等は戸籍謄本（外国人の場合はそれに代わるものとして親権を有することが確認可能な公的書

類）により特定する。
１時間00分

２ 親権者等に対する
説明

✓ 親権者等に対し、一時保護の理由、目的、一時保護についての今後の見通し、一時保護中の生活、一
時保護時の司法審査の手続概要、親権者等が裁判官に意見を伝達し得ること及びその方法等などを説
明する（※試行運用上は現行法を前提に説明）。

１時間00分

３ 親権者等の同意の
確認

✓ 一時保護を行うことに対する親権者等の同意を原則として書面で行う（※試行運用上は口頭での確認
で差し支えないものとする）。

30分

４ 親権者等の意見の
確認

✓ 裁判官に親権者等の意見を伝達するため、当該親権者等の意見を聴取し、適宜の書類にまとめる（親
権者等が自ら意見書面の作成を希望する場合は、任意の様式で、児相に提出するよう求める）。

30分

５ 児童の意見又は意向
の確認

✓ 裁判官に児童の意見又は意向（意見等）を伝達するため、児童の置かれている現在の状況、家族の現
在の状況、児童の意見等が裁判官に伝達されることなどを説明した上で、一時保護についての児童の
意見等とその理由、一時保護に関する希望・不安等を聴取し、適宜の書類にまとめる（児童が自ら意
見書面の作成を希望する場合はそれを支援する）。

42分

６ 一時保護状請求書
及び総括書面の作成

✓ 一時保護請求書及び総括書面を様式例に基づいて作成。
１時間45分

７ 裁判官への提供資料
の準備等

✓ 内閣府令に定める場合の該当性を裏付ける資料、一時保護の必要性を裏付ける資料など、審査資料と
して裁判官に提供する資料の取得・準備を行う。

２時間00分

８ 一時保護状の請求及
び事件記録等の返還

✓ 一時保護状請求書等の審査書類を請求先裁判所へ提出する。
✓ 一時保護状の発付又は請求却下後に請求先裁判所から事件記録の返還を受ける。

（※児童相談所⇔裁判所の移動見込時間等も含む）
３時間20分

合計業務時間（※） 10時間47分

一
時
保
護
し
た
日
か
ら
７
日
以
内
又
は
一
時
保
護
前

（※）これまでも行っていた業務もあり、全てが新たに増える業務時間ではないことに留意が必要

○ 18自治体の児童相談所の協力を得て、実際に進行している事案について、「一時保護時の司法審査に関する児童相
談所の対応マニュアル（案）」に沿った一時保護状請求までの一連の業務を試行的に実践してもらい、各業務の実対
応時間等を計測した結果を報告いただいた。

○ 司法審査導入による業務量への影響については、なお導入後の状況を見極める必要があり、引き続き状況を把握す
るとともに、状況に応じて、児童相談所の体制等必要な対応を検討する。
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一時保護時の司法審査の施行に向けた状況及び今後の予定について

施行に向けた状況及び今後の予定

○令和６年12月：「一時保護時の司法審査に関する児童相談所の対応マニュアル」確定版公表

内閣府令改正、一時保護時の司法審査に係る試行運用の結果公表

○今後は、順次、Ｑ＆Ａの発出、一時保護決定通知書様式例等の提示、一時保護時の司法審査手続における
戸籍謄本等の広域交付の活用に関する通知の発出（市町村の戸籍部署に対して、７日の請求期限があること
など一時保護時の司法審査制度の周知を行うもの）等を行うとともに、施行に向けてマニュアル等の周知を徹底し
ていく。

○令和７年６月１日：施行

協議事項の例

一時保護状の請求先裁判所への具体的な請求手続（添付資料の取扱い、資料提供時の注意点、資料の追完
方法等）、審査後の書面の授受等、一時保護状却下の裁判に対する取消請求（不服申立て）時の対応 等
が想定される。

○令和６年１月～同年３月：全国の自治体に「一時保護時の司法審査に関する児童相談所の対応マニュアル
（案）」の意見照会を実施

（試行運用対象自治体については、試行運用の実施を踏まえ、～令和６年４月下旬に実施）

⇒主なご意見等のうち対応可能なものについては、マニュアル及びＱ＆Ａ等へ反映

○令和６年３月～同年５月：一時保護時の司法審査に係る試行運用を実施（公募の上決定した全国18自
治体）

○令和６年６月～（順次）：施行に向け、各地の裁判所と自治体の児童福祉主管課との間で、一時保護状の
請求手続に関する裁判実務の運用について協議開始
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